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平成 16 年 12 月期       個別中間財務諸表の概要    (財)財務会計基準機構会員  

平成 16 年 8月 12 日 

上 場 会 社 名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社 上場取引所（所属部） 東証 2部 大証ヘラクレス 

コ ー ド 番 号 ４３２１ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.kwjapan.com）  

代 表 者 役職名 代表取締役社長 本間 良輔  

問合せ先責任者 役職名 取締役兼執行役員CFO 吉川 泰司 TEL  (03) 3519-2530 

決算取締役会開催日 平成 16 年 8月 12 日 中間配当制度の有無     有 

中間配当支払開始日 ― 単元株制度採用の有無  無 
 

１ 16 年 6 月中間期の業績（平成 16 年１月 1日～平成 16年 6月 30 日） 

(1) 経営成績                                          （百万円未満切捨） 
 営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

16年 6月中間期 2,181   (115.3) 1,266   (224.1) 1,177    (200.3) 

15 年 6月中間期         1,013    (30.2)      390    (42.1)      392     (52.8)  

15 年 12 月期      3,244    (53.8)      1,517    (88.1)     1,343     (78.5) 

 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり 

中間(当期)純利益 

 百万円      ％    円 銭

16年 6月中間期 708   (180.8) 9,894 74 

15 年 6月中間期 252    (74.4) 3,690  72 

15 年 12 月期   770    (76.0)   11,112  80 

（注）１．期中平均株式数   16 年 6 月中間期  71,645 株   15 年 6月中間期  68,399 株   15 年 12 月期  69,342 株 
２．会計処理の方法の変更    有 
３. 営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 
 1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 円   銭 円   銭

16年 6月中間期   0    0   ― 

15年 6月中間期   0    0   ― 

15 年 12 月期   ―   0    0 
 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

        百万円        百万円        ％       円  銭  

16年6月中間期 21,302 5,685 26.7 79,231  50 

15年6月中間期 11,929 4,071 34.1 59,519  38 

15 年 12 月期 9,727 4,897 50.4 68,656  94 
 

（注） 期末発行済株式数 16 年 6 月中間期 71,762 株 15年6月中間期 68,406 株  15 年 12 月期 71,340 株

 期末自己株式数 16 年 6 月中間期 －株 15年6月中間期 －株  15 年 12 月期 －株

 

２  16 年 12 月期の業績予想（平成 16 年 1月 1日～平成 16 年 12 月 31 日） 

   １株当たり年間配当金  
営業収益 経常利益 当期純利益 

期 末  

     百万円     百万円     百万円      円 銭      円 銭 

通 期 3,400 1,420 860 1,500  00 1,500  00 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 11,747 円 59 銭 

(注)1 株当たり予想当期純利益は、16 年 12 月期の予想期中平均株式数 73,206 株を用いて算出しております。 

  業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 
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 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   2,454,221 4,772,317  3,974,247

２ 営業未収入金   179,305 372,126  228,902

３ 買取債権 ※３  1,019,887 271,413  579,613

４ 関係会社短期貸付金 ※２  ― 1,166,280  90,000

５ その他   475,520 546,679  315,417

６ 貸倒引当金   △5,125 △5,856  △6,181

流動資産合計   4,123,809 34.6 7,122,960 33.4  5,181,999 53.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産   70,842 0.6 72,664 0.4  69,408 0.7

２ 無形固定資産   2,250 0.0 8,296 0.0  5,843 0.0

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   660,075 784,248  698,048

(2) 出資金 ※２  160,130 232,479  147,140

(3) 匿名組合出資金   5,058,594 11,774,052  1,660,858

(4) 長期貸付金 ※２  1,687,400 1,176,446  1,809,096

(5) その他 ※２  166,512 131,440  155,303

投資その他の資産 
合計 

  7,732,712 64.8 14,098,667 66.2  4,470,446 46.0

固定資産合計   7,805,805 65.4 14,179,628 66.6  4,545,698 46.7

資産合計   11,929,615 100.0 21,302,588 100.0  9,727,698 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 営業未払金   7,164 81,449  19,730

２ 短期借入金 ※２  3,515,819 6,850,000  1,490,819

３ １年内返済予定 
  長期借入金 

  844,800 585,000  706,000

４ 未払法人税等   88,961 605,181  251,573

５ 賞与引当金   ― 140,000  ―

６ その他   48,647 131,228  140,667

流動負債合計   4,505,392 37.8 8,392,858 39.4  2,608,791 26.8

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   1,000,000 2,700,000  1,300,000

２ 長期借入金   2,290,800 4,417,363  822,363

３ 退職給付引当金   2,182 4,724  3,266

４ 役員退職慰労引当金   57,093 101,080  95,290

５ その他   2,663 748  ―

固定負債合計   3,352,739 28.1 7,223,917 33.9  2,220,920 22.8

負債合計   7,858,132 65.9 15,616,776 73.3  4,829,712 49.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,335,647 11.2 1,500,005 7.0  1,484,851 15.3

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金   1,657,165 1,802,539  1,796,368

資本剰余金合計   1,657,165 13.9 1,802,539 8.5  1,796,368 18.5

Ⅲ 利益剰余金    

 中間(当期) 
未処分利益 

  1,074,998 2,302,049  1,593,140

利益剰余金合計   1,074,998 9.0 2,302,049 10.8  1,593,140 16.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  3,671 0.0 81,216 0.4  23,626 0.2

資本合計   4,071,482 34.1 5,685,811 26.7  4,897,986 50.4

負債・資本合計   11,929,615 100.0 21,302,588 100.0  9,727,698 100.0
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益   1,013,409 100.0 2,181,408 100.0  3,244,010 100.0

Ⅱ 営業原価   83,578 8.2 229,615 10.5  357,146 11.0

営業総利益   929,831 91.8 1,951,792 89.5  2,886,863 89.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   538,996 53.2 684,951 31.4  1,368,941 42.2

営業利益   390,834 38.6 1,266,841 58.1  1,517,921 46.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  113,092 11.1 59,681 2.7  162,091 5.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  111,821 11.0 149,142 6.8  336,547 10.4

経常利益   392,105 38.7 1,177,380 54.0  1,343,465 41.4

Ⅵ 特別利益   10,000 1.0 52,270 2.4  10,000 0.3

Ⅶ 特別損失   ― ― ―  53,378 1.6

税引前中間(当期) 
純利益 

  402,105 39.7 1,229,650 56.4  1,300,087 40.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  86,307 8.5 610,000 28.0  465,000 14.3

法人税等調整額   63,356 6.3 △89,258 △4.1  64,503 2.0

中間(当期)純利益   252,441 24.9 708,908 32.5  770,583 23.8

前期繰越利益   822,556 1,593,140  822,556

中間(当期)未処分 
利益 

  1,074,998 2,302,049  1,593,140
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

同左 

  

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定額法 

   なお、主な耐用年数は以下の

通りです。 

    建物附属設備 10年～15年 

    器具及び備品 6年 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定額法 

   なお、主な耐用年数は以下の

通りです。 

    建物附属設備 10年～15年

    器具及び備品  4年～15年

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定額法 

   なお、主な耐用年数は以下の

通りです。 

    建物附属設備 10年～15年

    器具及び備品 6年 

 

 (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては５年間で均等償却して

おります。 

 

 (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却 

 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、買取

債権及び貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 (2) 

―――――――――――― 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

従来、従業員賞与のうち、

業績の変動等に応じて下期

において支給される部分に

ついては、支給金額確定時

に費用処理しておりました

が、過去の支給実績から合

理的な見積りが可能となっ

たことに加え、当該賞与の

金額的重要性に鑑み、期間

損益の適正化を図るため、

当中間会計期間より、支給

見込額のうち当中間会計期

間負担額を賞与引当金とし

て計上することといたしま

した。この変更により、従

来の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれ

ぞれ140,000千円少なく計

上されております。 

 

 (2) 

―――――――――――― 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末の退職給付債務の

見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末の退職給付債務の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務について

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しておりま

す。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務について

は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は損

益として処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップの特例処理の対

象となる取引については、特

例処理を適用しております。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  イ ヘッジ手段 

    金利スワップ取引 

  ロ ヘッジ対象 

    借入金 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ ヘッジ手段 

同左 

  ロ ヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ ヘッジ手段 

同左 

  ロ ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

   一部の借入金について金利ス

ワップ取引により金利変動リ

スクをヘッジしております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ対象及びヘッジ手段に

ついて、それぞれのキャッシ

ュフロー総額の変動額を比較

し、両者の変動額を基準にし

て検証しておりますが、特例

処理の適用が可能なものにつ

いては、検証を省略しており

ます。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 繰延資産の処理方法  

   新株発行費 

   支出時に全額費用処理してお

ります。 

社債発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 繰延資産の処理方法  

   新株発行費 

同左 

 

社債発行費 

同左 

 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 繰延資産の処理方法  

   新株発行費 

同左 

 

社債発行費 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 (2) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。

ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。 

   仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しており

ます。 

 (2) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。

ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。 

 

 (3) 匿名組合出資金の会計処理 

   当社は匿名組合出資を行うに

際して、匿名組合の財産の持

分相当額を「匿名組合出資金」

として計上しております。 

   匿名組合への出資時に「匿名

組合出資金」を計上し、匿名

組合が獲得した純損益の持分

相当額については、「営業収

益」に計上するとともに同額

を「匿名組合出資金」に加減

し、営業者からの出資金の払

い戻しについては、「匿名組

合出資金」を減額させており

ます。 

 (3) 匿名組合出資金の会計処理 

同左 

 (3) 匿名組合出資金の会計処理 

同左 

 (4) 買取債権の会計処理 

   買取債権の代金回収に際して

は、個別債権毎に回収代金を

買取債権の取得価額より減額

し、個別債権毎の回収代金が

取得価額を超過した金額を純

額で収益計上しております。 

 (4) 買取債権の会計処理 

同左 

 (4) 買取債権の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

(中間貸借対照表) 

中間財務諸表等規則の改正により当

中間会計期間から「資本準備金」は

「資本剰余金」の内訳として、「中間

未処分利益」は「利益剰余金」の内

訳として表示しております。 

 

（税効果関係） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号)が平成15

年3月31日に公布されたことに伴い、

当中間会計期間の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算（ただし、平成

17年1月1日以降解消が見込まれるも

のに限る。）に使用した法定実効税率

は、42.1%から40.7%に変更いたしま

した。 

この変更が損益に及ぼす影響は軽微

であります。 

 

   ―――――――――― 

 

   ―――――――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度末 
(平成15年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

11,750千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

19,379千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

16,201千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (1) 担保提供資産 

    投資その他の資産「その他」 

    (敷金及び保証金) 

25,819千円 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (1) 担保提供資産 

    投資その他の資産「その

他」 

    (敷金及び保証金) 

25,819千円

  (2) 対応債務 

短期借入金 25,819千円

    なお、上記のほか関係会社

に 対 す る 長 期 貸 付 金 

330,206 千 円 、 出 資 金 

66,000千円を当該関係会社

の借入金22,545,671千円の

担保に供しております。 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (1) 担保提供資産 

関係会社に対する長期貸付金

319,755千円、出資金76,900

千円を当該関係会社の借入金

10,764,337千円の担保に供し

ております。 

 

  (2) 対応債務 

短期借入金 25,819千円

    なお、上記のほか関係会社

長期貸付金319,755千円、

関係会社出資金66,000千

円を当該関係会社の借入

金19,630,449千円の担保

に供しております。 

※３ 中間貸借対照表に計上されて

いる買取債権1,019,887千円

は、金融機関等が所有してい

た原債務者に対する貸付金を

パーティシペーション方式に

より当社が購入したものであ

ります。 

※３ 中間貸借対照表に計上されて

いる買取債権271,413千円は、

金融機関等が所有していた原

債務者に対する貸付金をパー

ティシペーション方式により

当社が購入したものでありま

す。 

※３ 貸借対照表に計上されてい

る買取債権579,613千円は、

金融機関等が所有していた

原債務者に対する貸付金を

パーティシペーション方式

により当社が購入したもの

であります。 

４ 取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づき当中間期末借

入未実行残高は次のとおりで

あります。 

４ 取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づき当中間期末借

入未実行残高は次のとおりで

あります。 

４ 取引銀行との間に当座貸越

契約及び貸出コミットメン

トライン契約を締結してお

り、当該契約に基づく当期

末借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 (1) 当座貸越契約 
当座貸越契約
の総額 

1,000,000千円

借入実行残高 910,000千円

差引額 90,000千円
 

 (1) 当座貸越契約 
当座貸越契約
の総額 

400,000千円

借入実行残高 270,000千円

差引額 130,000千円
 

 (1) 当座貸越契約 
当座貸越契約 
の総額 

600,000千円

借入実行残高 470,000千円

差引額 130,000千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契

約 
貸出コミット 
メントの総額 

2,800,000千円

借入実行残高 2,205,800千円

差引額 594,200千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契

約 
貸出コミット
メントの総額

4,700,000千円

借入実行残高 2,900,000千円

差引額 1,800,000千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン

契約 
貸出コミット 
メントの総額 

4,700,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 4,500,000千円
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前中間会計期間末 
(平成15年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

前事業年度末 
(平成15年12月31日) 

５ 

   ―――――――――― 

５ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次の通り債務

保証を行っております。 

   ケイダブリュー・デベロップメ

ント㈱  

   550,000千円

   ㈲京都烏丸ホールディングス 

2,400,000千円

   ㈲シティー・レジデンシャル 

1,400,000千円

 ５ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次の通り債

務保証を行っております。 

   ケイダブリュー・デベロップ

メント㈱  

   550,000千円
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 40,911千円

受取配当金 50,013千円
 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 42,805千円

受取配当金 16,743千円
 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 71,545千円

受取配当金 84,513千円
 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 54,875千円

社債発行費 40,000千円
 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 70,948千円

支払手数料 27,160千円

社債発行費 35,900千円
 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 110,184千円

支払手数料 131,120千円

社債発行費 47,335千円
 

３  減価償却実施額 

有形固定資産 4,010千円
 

３  減価償却実施額 

有形固定資産 4,860千円

無形固定資産 693千円
 

３  減価償却実施額 

有形固定資産 8,462千円

無形固定資産 377千円
 

 
 

 

(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

 

リース取引は重要性が低いため注記

を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

 

同左 

 
 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しておりますので、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 平成15年8月4日開催の取締役会

において、三井物産株式会社と

の業務提携及び同社を割当先と

する第三者割当による新株式発

行を決議し、平成15年8月20日付

でこれらに関する協定書を締結

いたしました。 

(1) 業務提携の理由 

 同社グループの広範な取引層を

背景とする案件組成力と不動産フ

ァイナンスに関する高度なノウハ

ウに、当社の不動産ファンド運営

におけるアセットマネジメントの

経験とノウハウを相互補完的に融

合し、不動産ファンド事業の推進

を始めとする幅広い事業領域にお

いて、戦略的な提携関係を構築す

るため。 

 

(2) 業務提携の内容 

① 不動産証券化、債権証券化、ア

セットファイナンス、不動産投

資ファンドの組成及び運営等

に関する事業 

② 両社の金融商品に対する投資

家の相互斡旋、紹介 

③ 上記に付随する事業 

 

現時点において、この業務提携

が業績に与える重要な影響はあり

ません。 

 

(3) 第三者割当増資について 

 新株式発行に関する条件等は以

下のとおりであります。 

 

 ① 発行する株式の種類及び数 

     普通株式     1,700株 

 ② 発行価額 

    一株につき   156,000円 

③ 発行価額のうち資本組入額 

    一株につき    78,000円 

 ④ 発行価額の総額 

           265,200千円 

 ⑤ 払込期日 

        平成15年8月25日 

 ⑥ 配当起算日 

       平成15年７月１日 

⑦ 増資の理由 

自己資本の充実により、財務体

質の強化を図るため 

⑧ 資金使途 

当社が組成する投資ビークル

への投融資等 

１ 平成16年8月12日開催の当社取

締役会において株式分割による

新株式の発行を行う旨の決議を

しております。 

(1) 株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図ると

ともに、1株当たりの投資金額引き

下げ、個人投資家層の拡大を目的

とするものであります。 

(2) 株式分割の概要 

 ①分割により増加する株式数 

 普通株式とし、平成16年12月

31日最終の発行済株式総数に２

を乗じた株式数 

 ②分割方法 

 平成16年12月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を1株に

つき３株の割合を持って分割す

る。 

 ③配当起算日 

  平成17年１月１日 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当た

り情報については、それぞれ以下

のとおりであります。 

前中間会

計期間 

当 中 間

会 計 期

間 

前 事 業

年度 

１株当たり

純資産額 

19,839円79銭

１株当たり

純資産額 

26,410円50

銭 

１株当たり

純資産額 

22,885円64

銭 

１株当たり

中間純利益

金額 

1,230円24銭

１株当たり

中間純利益

金額 

3,298円24銭

１株当たり

当期純利益

金額 

3,704 円 26

銭 

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

1,168円95銭

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

3,210円42銭

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額 

3,504 円 96

銭 
 

   

   ――――――――――― 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

 
―――――――――― 

２ 当社は平成16年８月12日開催の

取締役会決議に基づき、次のと

おり、公募増資による新株式の

発行を行う旨の決議をしており

ます。 

(1) 発行する株式の種類及び数 

  普通株式  4,000株 

(2) 募集の方法 

  公募による募集 

(3) 発行価額 

未定（日本証券業協会の定める

公正慣習規則第14号第7条の2に

規定される方式により、仮条件

による需要状況を勘案した上

で、平成16年8月24日から8月30

日までのいずれかの日に一般募

集における価額(発行価格)を決

定し、伴わせて発行価額（当社

が引受人より1株当たりの新株

式払込金として受取る金額）を

決定いたします。） 

(4) 発行価額のうち資本に組入れ

る額 

未定（資本組入額は発行価額の2

分の1の金額とし、計算の結果1

円未満の端数が生じた時は、そ

の端数を切り上げるものとしま

す。） 

(5) 発行価額の総額 

  未定 

(6) 払込金額の総額 

  未定 

(7) 払込期日 

平成16年9月1日から9月7日

のいずれかの日 

(8) 新株式発行日 

払込期日の翌営業日 

(9) 配当起算日 

平成16年7月1日 

(10) 資金の使途 

当社の組成する投資ビークルへ

の匿名組合出資等に充当する予

定であります。また、匿名組合

出資を受けた投資ビークルは、

自己勘定による物件の取得計画

に基づき、不動産を購入するこ

とを予定しております。 

 

 
―――――――――― 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  ３ 当社は、平成16年8月12日開催

の取締役会において、グリーンシ

ューオプションの付与者を新株式

の割当先とする第三者割当増資の

決議をおこなっております。 

 (1) グリーンシューオプションに

ついて 

 平成16年8月12日開催の取締役会

において決議された公募増資及び

株式の売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、引受人の買取引受に

よる売出しとは別に、900株を上限

として日興シティグループ証券株

式会社が当社株主である本間良輔

より賃借する当社普通株式の売出

し(「オーバーアロットメントによ

る売出し」)を、おこなう場合があ

ります。この日興シティグループ

証券株式会社が当社株主である本

間良輔より賃借する当社普通株式

の返却を目的として、日興シティ

グループ証券株式会社を割当先と

し、平成16年9月28日を払込期日と

する第三者割当増資の決議をおこ

なっております。これに関連して、

当社は、割当先である日興シティ

グループ証券株式会社に対して、

オーバーアロットメントによる売

出しに係る株式数を上限として、

下記(2)に記載した条件による第

三者割当増資の割当を受ける権利

(グリーンシューオプション)を付

与する決議を同日の取締役会にお

いて行っております。なお、当社

の取締役会は、第三者割当増資予

定株式数900株全てについて決議

しておりますが、オーバーアロッ

トメントによる売出しが減少又は

中止された場合及び安定操作取引

で買付けた株式を、当社株主であ

る本間良輔より賃貸する株式の返

却に充当する場合並びにシンジケ

ートカバー取引が行われた場合に

は、その株数に応じて、当該第三

者割当増資をおこなう株式数が減

少または当該第三者割当増資が中

止されることがあります。 
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前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  (2) 第三者割当増資について 

  ①発行する株式の種類及び数 

普通株式 900株 

  ②募集の方法 

グリーンシューオプション

付与者に対する第三者割当

増資 

  ③発行価額 

未定（平成16年8月12日開催

の取締役会による公募によ

る新株式発行の発行価額と

同一） 

  ④発行価額のうち資本に組入れ

る額 

未定 

  ⑤発行価額の総額 

未定 

  ⑥払込金額の総額 

未定 

  ⑦払込期日 

平成16年9月28日 

  ⑧新株式発行日 

平成16年9月29日 

  ⑨配当起算日 

平成16年7月1日 

 

 

 
 
 


